





熊倉のよって紹介されたものである。その後，1980 年代を経て 1992 年の

















































































































余剰容積利用権 渡辺充［2010］ 197 頁
未利用容積空間 丸山［1986］ 　3 頁
未利用容積利用権 丸山［1986］ 　5 頁
未利用容積の利用権 野村・小賀野［1992］  22 頁


















について当該権利を設定している。その内容は，建築基準法第 52 条第 1 項
から第 9 項までの規定による建築物の容積率の限度からみて未利用となって
いる建築物の容積率の活用を促進して土地の高度利用を図るというものであ





















　なお，建築基準法では，第 86 条第 4 項において，当該区域で建設される
建築物の容積率について，許可の範囲において規定による限度を超えるもの
とすることができる，としている。











































17） 丸山［1986］5 頁，15-16 頁参照。
18） 同上。


























































































































































































Scheme）が，2002 年 4 月から開始された。
　わが国の排出量取引制度は，2005 年度から自主参加型国内排出量取引制
度（JVETS）が開始された。わが国の排出量取引の推移は表 4 と図 5 のと
おりである。
表 4　排出量取引の推移
年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
期 第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期 第 5 期 第 6 期 第 7 期
参加事業者
（合計）
38 73 85 81 68 58 29
排出量取引件数
（件）
24 51 23 24 41 46 24
排出量取引量
（t-CO2）
82,624 54,643 34,227 57,930 29,649 30,481 139,683
平均取引価格
（t-CO2/ 円）



























の市場取引とその効果について，図 6 と図 7 を用いて説明したい。いま，あ




A 社 （OA , e*）， B 社 （OB , e*） にそれぞれに同率だけ割り振られているとする。














利用の容積率（e'a  , e*）を利用する権利である未利用容積率の利用権を移転
して，改築費用の一部に充てるものとする。A 社が未利用容積率の利用権
の譲渡し地側となる。
　次に，図 7 は，B 社の未利用容積率の利用権を示している。A 社の図と同
様，縦軸には，当該企業が容積率を一単位増加させることによって発生する
費用である限界費用（MC）と，容積率を一単位増加させることによって得





と限界費用（MCB）が一致する点 B である。使用する容積率は OB , e'b とな
る。しかし，B 社にとって，当該容積率は，自社へ配分されている容積率









未利用容積率の利用権の譲渡し側である A 社の図 6 の限界便益と未利用容
積率の利用権の譲受け側である B 社の図 7 の限界便益を左右反転させたも







































































































































渡辺　充［2010］「余剰容積利用権と所得区分」『法学研究』明治学院 88 号平成 22
年 1 月 183-205 頁





『 図 解　 環 境 百 科 事 典 』：http://windofweef.web.fc2.com/library/environment/
iee00.html
東京都整備局 HP：http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/
